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Abstract 
This paper deals with adapted manufacturing systems in a recycling-based society. 
Industry has been mass-produced and consumed resources to optimize only economical 
efficiency.Most products are discarded or disposed at the end of their lifetimes. 
The disposal of used, outdated products is an important issue because waste sites 
are overflowing. Since the Industrial Revolution, product design and manufacturing 
techniques have not been considered for their effects on the environment, and as 
the number of products increased, so did the amount of industrial waste. In Japan, 
"The Basic Law for Establishing the Recycling-based Society" was enacted in 2000 
and industries in Japan began adapting to the law. Many industry are addressing 
Envirorunental issues when designing and manufacturing products. 
extended inventory management and the control of the product lifetime to the system. 
Finally, we suggest a new approach to evaluating the remanufacturing system in which 





産業革命以来， 経済活動は生産者主打で進められ， 生産の効率化が求められてきた． そして， 経
済発展に伴い生産および消費が増大し， 多くの製品は環境への配慮が足りないまま生産されていっ




然資源（材料， エネルギ， 水など）は何兆トンもの使用量となり， 米国の研究者Wann[34]によれ
ば， 平均的な米国人は， 毎年20トンの資源を消費している. Hentschel [7]によれば， ドイツにお
いて電化製品による廃棄物の醤は，1990年代初めには， 毎年80万トン以上の量に達していると報
告されている．
日本では， 一般廃棄物が約5,000万トン， 産業廃棄物が約4億2,000万トンとなっており， 一般






















と定められている． ここで， 廃棄物等とは， 廃棄物の処理及び清掃に関する法律にある廃棄物に加
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えて， 一度使用され ， もしくは使用されずに回収され， もくしは廃棄された物品や ， 製品の製造 ，
加工 ， 修理又は販売， エネルギの供給， 士木建築に関する工事 ， 農畜産物の生産 ， その他 ， 人の活動
に伴い副次的に得られた物品を含めたものをいうさらに ， これらの廃棄物等のうち有用なものを
循環資源という廃棄物等のうち不要なものは廃棄物となり， 循環資源のうちでも ， 利用されない
ものや利用が終わったものは廃棄物となる[l]. そこで， 循環資源の循環的な利用および処分につい
て， 順位付けが行われている[10]. その優先順位は，(1)発生抑制(Reduce), (2)再使用(Reuse),
(3)再生利用(Material Recycling), (4)熱回収(Thermal Recycling), (5)適正処分となっている ．
また ， 循環型社会には ， 排出者責任と拡大生産者責任の考え方が組み込まれており， 消費者 ， 生産
者が共に取り組んでいかなければならないとしている ． 循環型社会推進のための法体系[1 l として，
図 1に示すような法体系をとっている． これらの法整備により ， 生産者や消費者の意識が変革さ
れ， 循環型社会の形成に向かっていくと考えられている．
第2節では ， 循環型社会に向けた法整備として， 循環型社会推進のための法体系を行政 ， 消費者，
生産者に分け解説している． つぎに ， 第3節では， 循環型社会に向けた製造業の取組みとして実例







循環型社会推進のための法体系として ， 循環型社会形成推進基本法を始めとし ， 廃棄物処理法
(2001年改正施行）， 資源有効促進法(2001年施行）， 容器包装リサイクル法(2000年施行） ， 家電リ
サイクル法(2001年施行）， 食品リサイクル法(2001年施行） ， 建設リサイクル法(2002年施行） ， 自
動車リサイクル法(2004年施行予定）， グリー ン購入法(2001年施行） がある ． これらの法律を行
政， 消費者 ， 生産者の観点から見ていく[12].
2.1 行政
循環型社会形成推進基本法では ， 大枠として循環型社会形成推進基本法に定められている廃棄物
の抑制 ・ 適正処理といった基本原則にのっとり ， 循環型社会の形成に向けた基本的かつ総合的な施




う教育活動や ， 広報活動を通じて， 消費者等の理解を深めるために努力しなければならないとなっ
ている ． グリー ン購入法では， 物品調達において ， 環境を考慮した製品への需要の転換を促進する
とある．
このように， 行政は， 循環型社会の形成に向けた施策を策定していき ， それを消費者等に浸透さ
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せ， 資金や設備等の確保を行っていくこととなる ． そして， 行政が率先して環境を考慮した製品購
入を行っている．
2.2 消費者
消費者は， 製品をなるべく長期間使用するとともに， 再生品を使用すること， また製品が分別し
て回収されることに協力することなどにより， 製品が廃棄物となることを抑制し， 製品の適正な処
理が行われることを促進するように行政の施策に対する協力に努めなければならないと循環型社会
形成推進基本法に定められているまた， 廃棄物処理法では， 廃棄物の排出を抑制し ， 再生品の使
用するなど廃棄物の再生利用に努める． さらに廃棄物を分別して排出し， その生じた廃棄物をな
るべく自ら処分することにより， その適正な処理に関して， 行政の施策に対する協力に努めなけれ
ばならないとある． そして， 資源有効利用促進法では， 製品を長期間使用し， 再生された製品の利
用に努めるとともに行政に対する協力に努めなければならないとあるまた， 各リサイクル法によ
ると， 発生の抑制と環境を考慮した製品の使用， そして分別回収または， 再商品化や処理にかかる
費用を支払わなければならないグリーン購入法では， 製品を購入するときに， 環境を考慮した製
品を選択するように努めなければならないとある ．
このように， 消費者は， 行政が策定した施策に協力することにより， 廃棄物の発生を抑制し， 分
別して排出することにより適正は処理に努める ． そして， 環境を考慮した製品を使用し， その製品
を廃棄するときに処理に必要な費用を支払わなければならない これは， 製品を排出する消費者が
責任を負う排出者責任の考え方である ． しかし， 製品を廃棄するときにかかる処理費用などを支払
いたくない消費者などによる不法投棄などの問題もあるまた， 中古買取業者に製品を買い取って











行われない資源については ， 自らの貴任において適正に処分しなければならない． また，廃棄物処
理法によると， 生産者は， 処理が困難であるかどうかあらかじめ評価し， 処理が困難でない製品等
を開発しなければならない． さらに， 資源有効利用促進法によると，生産者は ， 生産活動において
原材料の使用に対する合理化を行い， 再生品の使用に努めなければならなく，生産段階での再使用
部品の使用と， 設計段階での再使用を配慮を考慮した製品設計を義務づけているのは ， 世界で初め
てである [32]. そして，各リサイクル法によると， 生産者は， 自ら生産して製品を回収し， 再商品




の発生抑制， 再使用部品の使用などを行っていかなければならない． また， 使用済の製品を回収し
て， 再商品化することは ， 拡大生産者責任の考え方を取り入れており， 生産者の責任として， 自主
回収とその再商品化を義務づけている． 経済協力開発機構(OECD)では，1994年から拡大生産者
貴任の検討を開始し ， 2001年にガイダンス ・ マニュアルが公開されている ． 各国の拡大生産者貴
任制度として， 例えば ， カナダではオイルおよびその容器・フィルタ ， ペンキ， 廃タイヤが強制的
な引取り措置になっており， イギリスでは容器包装材が強制的な引取り措臨となっている[11]. ま
た， 自らの製品を ， 再商品化をしていくので， 設計の段階で再商品化をしやすくする設計等の必要







3.1 インバース ・ マニュファクチュアリング
製造業は ， 大量生産のために生産効率の向上を目標に製品の作りやすさを追求してきた． しか




廃棄物とならない， または再生産しやすいような製品を設計 ・ 製造することが必要となってきた．
そして， リサイクルしやすい製品を設計 ・ 製造するために， 易分解設計や易リサイクル設計が考え
られている[14]. さらに， 製品や製品部品の再利用やリサイクルを行うことにより， 閉ルー プ化し，
ルー プの外へ廃棄物の排出を行わないようにするインバース ・ マニュファクチュアリングがある
[33]. これは， これまでの組立•生産の概念を逆転させた， 製品ライフサイクル全体をより合理的，
工学的に取り扱い技術体系として循環型の生産システムを考えるものである． このインバース ・ マ
ニュファクチュアリングは， 製品ライフサイクル全体として， 資源 ・ エネルギ消費量， 廃棄物およ
び環境負荷を最小化するような， 製品ライフサイクルシステムを構築することを目的としている．
3.2 製造業における循環型社会への取組み
富士写真フィルム株式会社では， 1990年に写ルンですリサイクル ・ センタを設立し， 回収とリサ
イクルを開始した そして， 写ルンですリュース ・ リサイクル自動化システムに取組み， 積極的に
環境への負荷を低減するためにリュースやクロー ズド ・ ルー プシステムによるリサイクルを目指し
ている[3].
富士ゼロックス株式会社は，「ものの提供から機能の提供へ」という思想にもとづいて， 資源循
環型システムの構築を行っている このシステムでは， 循環型のクロー ズド ・ ルー プシステムをも
とに， 顧客データを活用することによって， 回収も生産システムに取り入れ， 循環部品を使用して
も新規生産された部品を使用した場合と同様の品質を維持できる生産ラインを構築している[35].
さらに， 株式会社リコ ーでは， 循環型社会の概念図として， 資源 ・ エネルギー消費量の低減， 最
終廃棄物の低減， 有害物の排出防止を目的として， これらを達成するための再生産サイクルの概念






上述のように多くの製造業者が，自社内で製品の流れをクロ ーズド ・ ルー プ化し， 再生産を行っ
ているが， 家電製品は2つのグルー プにわかれることによって製品のリサイクルを行っている．
回収された家電製品は，Aグルー プ（松下電器産業株式会社， 株式会社東芝）の製品と，Bグルー
プ（株式会社日立製作所， 三菱電気株式会社， 三洋電機株式会社， シャ ー プ株式会社， ソニー株式
会社）の製品に分けられ， それぞれのグルー プのリサイクルセンタでリサイクルが行われる． この
リサイクルセンタでは ， 回収されてきた製品を分解し， 適切な処理を行って再生産に用い， 再生産
に用いることができない製品は， 粉砕などにより廃棄物処理を行っている ． そして， 粉砕などによ
り処理された製品は， 再生資源として流通していくこととなる ． この方法では， 再生資源の受入れ
先がなければならなくなり， クロ ーズド・ルー プ化させていない． それぞれの製造業者は， 設計の
段階から共通化を図るなどを行うことにより， いかに廃棄物を処理するかではなく， 製品をリュー




顧客が自ら回収を行わざるを得ない場合を除き， 製造者が コ ストをかけて回収を行っていかなけれ
ばならないまた ， 回収した製品をリサイクルするためにも コ ストがかかってくる． そして ， コ ス
トがどれだけかかるのか， その コ ストをどのように負担するのかといった問題がある． リサイクル
コストの徴収にしても家電（エア コ ン，テレビ ， 冷蔵庫， 洗潅機）のように廃棄する段階で徴収する
ものや， デポジット制のもの， パーソナルコ ンピュ ータや自動車のように消費する段階で徴収する
ものがある． デポジット制は，日本ではソフトドリンク缶等に， 一部の地域でしか導入されていな
いが ， ドイツでは， 使い捨て飲料容器 ， 洗剤容器， 乳状塗料容器に導入されている[11]. 木全[13]











在庫管理に関する研究として， まず発注点方式が挙げられる これは， 在庫量が発注点とよばれ
る一定の在庫水準にまで下がってきたら一定量の発注を行うことによって在庫を管理していく方法
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である ． この方法では， 発注量は一定であるが， 発注時期などにばらつきが生じる． 一方， 発注時
期を一定にして発注を行う定期発注方式がある ． これは， あらかじめ決められた1週間ごとや1日
ごとなど一定の発注間隔で発注を行う したがって， この方法では， 発注時期が一定となり， 発注
量がばらつくため ， 発注点方式の特徴とは逆になる． 定期発注方式において， 環境変化に対応する
ために発注間隔を短縮すると， 発注回数が増加することとなり管理の手間が増えるといった問題点
が挙げられる ． そして， その中間的な管理法として，(s, S)在庫方式がある． この方法は， 在庫が
一定の水準s以下にまで減少したら在庫水準Sまで発注を行う この方式では， 発注の時点は発注
点方式と同様であるが発注量は一定蜃ではなく変動することとなる [15].
上記， 従来型の在庫管理においては， 製品劣化や製品寿命等が考慮されていない ．
4.2 製品寿命を考慮した在庫管理
製品の品質や寿命を考慮することにより， 環境に応じたより効果的な在庫管理を行うことが可能
となる ． 製品寿命を考慮した在庫管理モデルは， まず1期間の製品寿命[2]を持った多段階劣化の
在庫管理が考えられ ， ついで 2 期間 [39], m 期間 [5] へと拡張されている ． とくに， Nahmias の m




こで， 狭義の資材所要量計画のための技法として MRP{Material Requirements Planning) が考
えられたその後 MRP は， 広義の生産システム全体の流れを計画管理するシステムとなった
[25, 16]. そして ， MRP システムの考え方や方法を流通の領域までに広げ， 顧客の手にわたるま
での流通在庫を管理する DRP{Distribution Requirements Planning)[25, 38] や， 生産体におけ
る生産にかかわる業務の流れを一体化し， 生産の効率化を目的とした CIM{Computer Integrated 
Manufacturing)[18], 製品のライフサイクルに関係する情報を電子化し， 必要な情報の共有・再利
用を図り， 生産性の向上， コストの低減期間の短縮などを図る CALS{Continuous Acquisition 
and Life-cycle Support)[9], 生産流通販売， 顧客までのプロセスを全体的に統合管理する
SCM(Supply Chain Management)[37] といった管理方法が考案されてきたこれらは， ムダな在
庫をゼロにすることを目的としており， 情報とともにモノの管理を行っている これらの管理の範
囲が手持ち在庫， 仕掛品在庫， 流通在庫， そしてグローバルな在庫としだいに大きくなってくるこ
とにより， 在庫管理は難しくなる そこで， 在庫のバラッキを抑えるためにロジスティックを考慮
した管理が注目されているが， それらは生産者から消費者へ製品の流れしか考慮していない
4.4 循環型社会に対応した在庫管理
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再生産を行なっていかなければならない このようなことから ， 循環型社会に適応した在庫管理
は， 顧客が使用中の製品 ， 使用済になった製品をも管理していかなくてはならなくなる ． さらに，
これらの製品を回収するとそれぞれ回収された製品ごとに品質が異なってくる ． すなわち， いまま
ではモノの管理だけを行っていたが， 回収されてくる製品の品質のバラッキによって生産に与えら









製品を仮想の在庫（以下， 仮想在庫）として扱い， 回収， 再生産されるまでのすべての段階において
の製品を有効在庫として管理していく． そして， 仮想在庫が多くなればなるほど， その製品が市場
におけるシェアが大きいこととなる ． 従来， 顧客に対するアフタ ーサー ビスの一貫として仮想在庫
が扱われてきた そして， 製品の回収が行われるようになると， 前述した富士写真フィルム株式会
社や株式会社リコ ー等のように， 仮想在庫は再生産に活用されるようになった． さらに， 循環型社
会が進むと回収されてくる製品の寿命等が璽要となり， 仮想在庫は活用だけではなく管理も行われ
ていくこととなる ． このような変化とともに， 仮想在庫の管理を行っていく循環型生産システムを
次節で述べる．
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5 循環型生産システム
5.1 従来の研究
Minner[21]は，循環型生産システムの管理に関する研究の流れを， SIC(Stochastic Inventory 




定方法を示している ． しかしながら ， 繰り越し需要は考慮されていないさらに，Inderfurth[8]
は， 発注と再生産におけるリ ー ドタイムの影響について議論している． 連続観測モデルとしては，
Muckstadtと Isaac[22]が，(s,Q)ルールに基づくリ ー ドタイムとシステムの制御政策を考慮した
モデルを提案し， van der LaanとSalomon[20]は， 新品と再生産部品を用いた生産と在庫を結び
つけるPUSH and PULL戦略を提案している． しかし， これらの研究においては，販売されて顧
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に廃棄されることとなった そして， 生産者は． 製品の在庫が顧客の手にわたるまでの生産・販売
のみを管理してきた[28, 29], 
一方， 循環型生産システムでは． 図5のように顧客が使用した製品を回収して再生産に用いてい




る． 閉ルー プであることにより． 生産した製品が外部にいくことなく閉じられた範囲で回収． 再生
産が行えることが重要となるからである． ここでは ， コメットサークル（図2)の製品 ， 部品の再使
用を対象に考えていく． なお， リサイクルを化学処理等により原材料の再利用を行うものと考え，
再生産は組立製品の分解． 分解製品の修理， 検査． 再利用生産を含むものとする[6].
そして， 循環型生産システムを構築していくためには． 多階層化したシステムを考える必要があ
り ， Perishable product[24]の考え方を応用する． これにより， 工場内在庫と仮想在庫とを差別化
して考慮することができる． さらに． 仮想在庫を多階層化することにより． 顧客が使用中の製品が
どの程度使用されたものであるかといた製品寿命による差別化を行うことができる．
5.3 システムの定式化
本モデルでは， 需要変動の不確実性や製品が再生産される割合 ， 廃棄割合等の変動を考慮した単
一品種を生産する循環型生産システムを考える（図6). ここで， 各期の製品の生産は ， 新規生産と
使用されている製品を回収し， それらの部品を用いる再生産の2種類の方法によって行われる． 第










第n期首における残り寿命が m期間である製品の在庫量が X(n,rn) であることより，第n期首に
おけるシステムの在庫状態は，
ふ= (x(n,I)心(n,2), ... , X(n,M -1), X(n,M)) (1) 




においては製品のいくつかは，µm(m = 2, · · ·, M -1)の割合で廃棄されるなお ， 最も低い階層
1になった剌品は，hの割合で回収・再生産され，率(1-ふ）で廃棄される ．
在庫星の推移として，X(n+i,M} から x伍+1,1} までの在庫鼠を以下のように表す ．
X(n+l,M) は，工場内の製品在庫量を表す． ここで，品切れが発生している場合には，X(n+l,M) < Q 
となる．そして，X(n+l,M} は，
M-1 
X(n+l,M) = X(n,M) + Pn + L 心 X(n,m) - Dn (2) 
m=l 
となる ． また， X(n+l,M-1) の在庫量は．販売された製品鼠と同じであり，最大在庫量である
[x(n,M)] +P, □ こ
M-1 
m=l 心 X(n,m) と最大需要である Dn + [-x(n,M)]
十 を比較し ， 小さい方が販
売された製品量となるので，
X(n+l,M-1) = min ([x(n,MJ] 
+ 
+ Pn +〗：心X(n,m), Dn + [-X(n,M)「） (3) 
で表される ． ただし，[yけはmax(O,y)を表すため，X(n,M) が同時に発生することはないつぎ
に，X(n+I,M-2) から X(n+l,l) は，顧客が使用中の仮想在庫呈となるため，
知+l,M-2) = (1—入M-1 -µM-I) X(n,M-1) 
X(n+l,1) = (1—入2 -µ2) X(n,2) (4) 
となる．
また，新規生産量 Pn+l は，工場内在庫呈の最大値を Xmax とすると，




このとき，1期間当たり総費用L(Xn)は ， 製品1個あたり新規生産費用を c, 残り 寿命 m であ










,m) - D,r 
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叫n - (x(n, M) +: こと心X(..,m))] 
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定し， 工場内在庫量の最大値をXmax = 20とするまた， 需要Dn は平均を15で正規分布に従う
ものとし， 正規分布の発生には， 次式のBoxとMullerの方法[17]を用いる．
N(a炉）のとき，
Dn = b* (-2logu1 )112cos(21r匹） +a. (7) 
ここで， U1, 四は一様乱数である．
各実験では， まず1000期間のシミュレーションを行い， 各期の総費用を算出することにより，
平均費用を求める ． さらに ， 同じ実験を10回行い， その平均値を1回のシミュレーションの実験
結果とする．
まず， 新規生産費用をC = 3, 保管費用をh = l, 品切費用をb = 10, 残り寿命が2のときの再
生産費用をあ=2, 残り寿命が1のときの再生産費用を佑=4, 廃棄費用を8 = 10とする． そし
て， 回収率が>-2 = 0.2, 廃棄率が即= 0.2のときの回収率ふの変化を図9に示す．
図9より， 回収率入1が増加すると平均費用が減少している これは， 回収率が増加することに
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図9 回収率ふの変化による平均費用の変化
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